
◇ 主な改定内容

現行 改正

○建設工事に置くことが求められている主任技術者又は監理技術者について、請負金額が一定金額以上の場合には、工事現場毎に専任で置くことと
されている。（建設業法第２６条第３項）
○今般、生産性向上に資するため、情報通信機器を活用する等の一定の要件に合致する工事に関して、兼任を可能とする制度を新設。

現場技術者（主任技術者・監理技術者）の専任の合理化（専任工事現場の兼任）

原則専任

「原則専任」について、「監理技術者を補佐する者」を工事毎に専任で置く場合には、同一の監理技術者が２現場まで兼任可能（主任技術者は適用
不可）。この制度は改正後も引き続き活用可能。

原則専任

専任不要 専任不要

情報通信機器の
活用等による
兼任制度の新設

専任 専任設計額が３億円以上

設計額（税込）が３億円未満
の工事（専任特例２号）

（ ）は建築一式工事

請負金額が１億円（建築一式
工事の場合は２億円）未満の
工事（専任特例１号）

4,500万円
（9,000万円）以下

【兼任の要件】（全てに適用する必要）
①請負金額（政令）
１億円（建築一式工事の場合は２億円）未満
②兼任現場数（政令）
２工事現場以下
③工事現場間の距離（省令）１日で巡回可能かつ移動
時間が概ね２時間以内
④下請次数（省令）３次まで
⑤連絡員の配置（省令）監理技術者等との連絡その他
必要な措置を講ずるための者を配置（土木一式工事又
は建築一式工事の場合は、当該建設工事の種類に関す
る実務経験を１年以上有する者）
⑥施工体制を確認する情報通信技術の措置（省令）
⑦人員の配置を示す計画書の作成、保存等（省令）
（補足）計画書の参考様式を国土交通省ＨＰに掲載
⑧現場状況の確認のための情報通信機器の設置（省
令）※運用の詳細や留意事項は、「監理技術者制度運
用マニュアル」に記載

現場代理人兼主任技術者において２件の兼務が可能


